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認知症高齢者の徘徊中の鉄道事故と家族の監督責任
Railway accidents caused by wandering elderly persons with dementia

















































起し，第一審判決（名古屋地裁 2013 年 8 月 9 日
判決・判例時報 2202 号 68 頁，以下「地裁判決」
と呼ぶ）では，妻について監督義務者としての責
任ではなく，直接加害行為者としての責任を認め，
控訴審判決（名古屋高裁 2014 年 4 月 24 日判決・
判例時報 2223 号 25 頁，以下「高裁判決」と呼ぶ）
では，逆に妻について直接行為者としての責任で
はなく監督義務者責任を認める判断が示された。
その後，最高裁判決（2016 年 3 月 1 日判決・裁判












































































　2007 年 12 月，Y がウトウトとまどろんだスキ
に A は 1 人で外出した（このときもセンサーの電
源は切られていて，Y は A の外出に気づかなかっ





勤務代の合計 720 万円の損害を JR 東海（原告 X）
はこうむった。そこで，X は Y を被告として，民
法 709 条（Y 自身を直接的な加害者とする不法行










務者責任ではなく，Y 自身の不法行為として X に
損害賠償せよという判断が示された。Y が控訴し
た。










する立場にあるので，Y は A を監督する責任（同
714 条）を負う。
・また，民法は夫婦の同居・相互協力義務を定め




















た損害の半分にあたる 360 万円を Y に賠償させ
るのが相当である。
（４）最高裁判決（2016 年 3 月 1 日判決）の要旨：





の精神保健福祉法 22 条 1 項で精神障害者の自傷
他害防止監督義務が課されていた保護者，2）改
正前の民法 858 条 1 項で禁治産者に対する療養
看護義務が課されていた後見人が挙げられる。









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（ 3 ） なお，認知症高齢者の不法行為に関しては，
家族の監督義務者責任とは別に，成年後見
人や特別養護老人ホーム職員等の責任（民
法 714 条 2 項の「代理監督者責任」）が問わ
れる可能性もあるが，本稿ではこの問題に
ついては言及しない。
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型の事故であるといえる。なお，最近，知
的障害・発達障害をもつ 5 ～ 18 歳の子ども
が発生させた事故をカバーするための責任
保険が発売されたという新聞報道がなされ




























の 1 つの場面といえよう（水野 2014：264）。
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